
： 

2024年 1月 11日 

戸田工業株式会社に対する 

「〈ひろぎん〉ポジティブ・インパクト・ファイナンス」の実行について 

株式会社広島銀行（頭取  清宗 一男）では、戸田工業株式会社(本社：広島県広島市、

代表取締役 寳來 茂）に対して「〈ひろぎん〉ポジティブ・インパクト・ファイナンス」を実行しました 

ので、下記のとおりお知らせいたします。 

記 

１．案件概要 （「〈ひろぎん〉ポジティブ・インパクト・ファイナンス」の概要は別紙 1をご参照ください） 

契約締結日 2024年 1月 9日 

融資金額 3億円 

融資期間 

(モニタリング期間）
7年 

インパクト評価 ひろぎんエリアデザイン株式会社が実施 

第三者意見 株式会社日本格付研究所（JCR）が実施（第三者意見書：別紙２） 

２．企業概要 

会 社 名 戸田工業株式会社 

所 在 地 広島県広島市南区京橋町 1番 23号 大樹生命広島駅前ビル 9階 

代表取締役 寳來 茂 

事業内容 機能性顔料・電子素材の製造販売 

主要製品 

「機能性顔料」 

顔料（塗料や複写機・プリンター用の着色材料）及び環境関連材料 

「電子素材」 

磁石材料、誘電体材料、軟磁性材料、リチウムイオン電池用材料 

以上 

 

 

 

本件に関するお問い合わせ先 

株式会社 広島銀行 

営業企画部 法人企画室 

℡ (082)247-5151（代表） 

広島銀行では、ＳＤＧｓへの取組みを強化しており、関連する  

ニュースリリースに「ＳＤＧｓ17の目標アイコン」を明示しています。

【ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals）持続可能な開発目標）】 

2015年 9月に国連で採択された、経済・社会・環境のあり方についての 2030

年までの世界共通目標。 

持続可能な開発のための 17の目標と 169 のターゲットで構成。 



【別紙１】 

 

「〈ひろぎん〉ポジティブ・インパクト・ファイナンス」について 

 

○特長 

・国連環境計画・金融イニシアティブ（UNEP FI）が策定したポジティブインパクト金融原則に基づき、     

グループ会社のひろぎんエリアデザイン株式会社（以下、「HAD」という）が、企業の SDGs や ESG

に関連する取組みや本業との関連性等を分析し、事業活動が環境・社会・経済に与える影響（イ

ンパクト）を特定します。これを基に設定されたＫＰＩ（成果指標）について、当行が定期的にモニタ

リングを実施します。 

・ポジティブインパクト金融原則への適合性の確認と評価の透明性を確保するための第三者意見

は、株式会社日本格付研究所（以下、「ＪＣＲ」という）から取得します。 

・融資実行時に当行よりニュースリリースを行い、サステナビリティへの取組みの対外公表をご支援

します。（別途 JCRからも第三者意見が公表されます） 
 

○商品概要 

商品名 〈ひろぎん〉ポジティブ・インパクト・ファイナンス 

取扱店 全店 

対象となる方 

SDGs/ESGに取組んでおり（もしくはこれから取組む予定であり）、以下をすべて

充たす法人のお客さま 

・外部評価を取得(KPI設定含む)し、対外公表すること 

・設定した目標/KPIの達成状況へのモニタリングに対応できること 

お使いみち 運転資金・設備資金 

ご融資金額 1億円以上 

ご融資期間 3年以上（固定金利の場合、10年以内） 

ご融資利率 当行所定の金利 

ご融資形式 証書貸付 

ご返済方法 
当行所定の審査によります 

担保・保証人 

取扱手数料 
組成難易度に応じて組成手数料が必要となります（JCRからの第三者意見取得

費用を含みます） 

 

 （ご参考：商品スキーム） 
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第三者意見 

 

評価対象：株式会社広島銀行の戸田工業株式会社に対する 

ポジティブ・インパクト・ファイナンス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2024 年 1 月 11 日 

株式会社 日本格付研究所  

【別紙２】 
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＜要約＞ 

本第三者意見は、株式会社広島銀行（広島銀行）が戸田工業株式会社（同社）に実施する

ポジティブ・インパクト・ファイナンス（本ファイナンス）に対して、国連環境計画金融イ

ニシアティブ（UNEP FI）の策定した PIF 原則及び資金使途を限定しない事業会社向け金

融商品のモデル・フレームワーク（モデル・フレームワーク）への適合性を確認したもので

ある。株式会社日本格付研究所（JCR）は、PIF 第 4 原則で推奨されている評価の透明性及

び客観性確保のため、独立した第三者機関として、(1) 同社に係る PIF 評価の合理性及び本

ファイナンスのインパクト、並びに(2)広島銀行及びひろぎんエリアデザイン株式会社（ひ

ろぎんエリアデザイン）の PIF 評価フレームワーク及び本ファイナンスの PIF 原則に対す

る準拠性について確認を行った。 

 

(1)同社に係る PIF 評価の合理性及び本ファイナンスのインパクト 

同社は、広島県広島市に本社を置く化学素材メーカーである。1823 年に、磁器の絵付け

や漆器、歴史的建造物などに欠かせない顔料であるベンガラ（酸化鉄）製造業者として岡山

で創業した。同社グループは、「電子素材」「機能性顔料」の 2 つを報告セグメントとして

おり、「電子素材」セグメントに含まれる事業は、磁石材料、誘電体材料、軟磁性材料、リ

チウムイオン電池用材料、その他材料である。「機能性顔料」セグメントに含まれる事業は、

顔料、環境関連材料である。現在、同社グループは、機能性顔料事業を基盤事業として収益

力を高め、電子素材事業では磁石材料、誘電体材料、LIB 用材料を成長事業として拡販を進

めている。また、軟磁性材料、環境関連材料を次世代事業として事業化に向けて取り組んで

いる。 

同社は 2019 年 6 月に会社設立 100 年である 2033 年を達成目標年度とした ESG 取組み

の中期ビジョン「戸田工業グループ 環境ビジョン 2033」を策定し、2023 年 11 月より一

層の環境負荷低減、化学物質の安全管理を推進するため、「サステナビリティの考え方」に

基づいて『環境ビジョン』を改定した。加えて、マテリアリティの特定も行い、10 項のマ

テリアリティは、経営理念を実現するための 4 つの経営方針と整合しており、実行力を高

めるための具体的な取組み・指標・目標を記載している。今後、経営理念、パーパス、経営

方針、マテリアリティを一体化したマネジメントによって、自社・社会・地球環境のサステ

ナビリティ実現を目指し、ステークホルダーとの対話を通じて同社グループへの期待や社

会の変化を検証し、マテリアリティをより良いものへと改定していく予定としている。また、

同社グループは、グループ全体の企業価値を持続的に向上させるため、諸々のリスクに対し

経営への影響を最小限に抑えるリスクマネジメントに取り組んでいる。リスク管理委員会

は代表取締役の下に置かれた執行役員及び常勤の監査等委員からなる組織で、全社横断的

な立場から、リスク管理経営の方針策定、具体的対策の審議等を行う。原則として毎月 1回、

各リスクの管理部署からの報告を受け、これに対する意見交換やモニタリングを行ってい

る。気候変動対応の全社的な推進・管理については、リスク管理委員会（委員長：代表取締
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役）の直下に、CSR・環境委員会を設置し、国内グループの環境に関する統括管理を実施し

ている。取締役会は、リスク管理委員会からの報告を通じて気候変動への対応状況を確認し、

必要な体制・制度の構築について決定・監督を行っている。CSR・環境委員会は毎月開催さ

れ、「国内グループの環境に関する統括管理」、「各事業所における年度目標の設定」や「各

事業所から毎月の活動報告を通じた進捗管理」を実施している。また、リスク管理委員会を

通じて、取締役会への気候変動対応に関する報告を年 2 回実施している。 

本 PIF 評価では、同社の事業活動全体に対する包括的分析が行われた。同社のサステナ

ビリティ活動等を分析した結果、ポジティブ面では「雇用」、「資源効率・安全性」、「気候」、

「廃棄物」、「包摂的で健全な経済」が、ネガティブ面では、「保健・衛生」、「雇用」、「水（質）」、

「大気」、「土壌」、「資源効率・安全性」、「気候」、「廃棄物」がインパクト領域として特定さ

れた。特定したインパクトは 8 項目に分けられ、法令に基づく協定値、規制値を下回る取組

みがなされていると判断された「大気」のネガティブ・インパクトを除く、7 項目で KPI が

設定された。それらは、いずれも同社の環境ビジョン及びマテリアリティに関する内容であ

る。今後、これら 7 項目のインパクトに係る KPI 等に対して、モニタリングが実施される

予定である。 

JCR は、本 PIF 評価における包括的分析及びインパクト特定の内容について、モデル・

フレームワークに示された項目に沿って確認した結果、適切な分析がなされていると評価

している。また、本 PIF 評価の KPI に基づくインパクトについて、PIF 原則に例示された

評価基準に沿って確認した結果、多様性・有効性・効率性・追加性が期待されると評価して

いる。当該 KPI は、上記のインパクト特定及び同社のサステナビリティ活動の内容に照ら

しても適切である。さらに、本 PIF 評価におけるモニタリング方針について、本 PIF 評価

のインパクト特定及び KPI の内容に照らして適切であると評価している。従って JCR は、

本 PIF 評価において、持続可能な開発目標（SDGs）に係る三側面（環境・社会・経済）を

捉えるモデル・フレームワークの包括的インパクト分析（インパクトの特定・評価・モニタ

リング）が、十分に活用されていると評価している。 

 

(2) 広島銀行の PIF 評価フレームワーク及び本ファイナンスの PIF 原則に対する準拠性 

JCR は、広島銀行の PIF 商品組成に係るプロセス、手法及び社内規程・体制の整備状況、

並びに同社に対する PIF 商品組成について、PIF 原則に沿って確認した結果、全ての要件

に準拠していると評価している。 

 

以上より、JCR は、本ファイナンスが PIF 原則及びモデル・フレームワークに適合して

いることを確認した。 
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Ⅰ．第三者意見の位置づけと目的 

JCR は、広島銀行が同社に実施する PIF に対して、UNEP FI の策定した PIF 原則及び

モデル・フレームワークに沿って第三者評価を行った。PIF とは、SDGs の目標達成に向け

た企業活動を、金融機関等が審査・評価することを通じて促進し、以て持続可能な社会の実

現に貢献することを狙いとして、当該企業活動が与えるポジティブなインパクトを特定・評

価の上、融資等を実行し、モニタリングする運営のことをいう。 

PIF 原則は 4 つの原則からなる。第 1 原則は、SDGs に資する三つの柱（環境・社会・経

済）に対してポジティブな成果を確認でき、ネガティブな影響を特定し対処していること、

第 2 原則は、PIF 実施に際し、十分なプロセス、手法、評価ツールを含む評価フレームワー

クを作成すること、第 3 原則は、ポジティブ・インパクトを測るプロジェクト等の詳細、評

価・モニタリングプロセス、ポジティブ・インパクトについての透明性を確保すること、第

4 原則は、PIF 商品が内部組織または第三者によって評価されていることである。 

本第三者意見は、PIF 第 4 原則で推奨されている評価の透明性及び客観性確保のため、

JCR が独立した第三者機関として、本 PIF 評価の合理性及び本 PIF 評価に基づくファイナ

ンスのインパクト、並びに広島銀行の PIF 評価フレームワーク及び本 PIF 評価の PIF 原則

に対する準拠性を確認し、本 PIF 評価の PIF 原則及びモデル・フレームワークへの適合性

について確認することを目的とする。 

 

 

Ⅱ．第三者意見の概要 

本第三者意見は、広島銀行が同社との間で 2024 年 1 月 9 日付にて契約を締結する、資金

使途を限定しない PIF に対する意見表明であり、以下の項目で構成されている。 

＜同社に係る PIF 評価等について＞ 

1. 同社の事業概要 

2. サステナビリティに関する戦略・方針及び活動実績 

3. 包括的分析（含むインパクト領域の特定） 

4. インパクトの内容及び KPI の設定 

5. サステナビリティに関するガバナンス体制 

6. モニタリングの頻度と方法 

＜広島銀行の PIF 評価フレームワーク等について＞ 

1. 広島銀行の組成する商品（PIF）が、UNEP FI の PIF 原則及び関連するガイドライ

ンに準拠しているか（プロセス及び商品組成手法は適切か、またそれらは社内文書で

定められているかを含む） 

2. 広島銀行が社内で定めた規程に従い、同社に対する PIF を適切に組成できているか  
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Ⅲ．同社に係る PIF評価等について 

本項では、同社に係る PIF 評価におけるモデル・フレームワークの包括的インパクト分

析（インパクトの特定・評価・モニタリング）の活用状況と、本ファイナンスのインパクト

（①多様性、②有効性、③効率性、④倍率性、⑤追加性）について確認する。 

 

 

1. 同社の概要 

1-1 評価対象企業 
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1-2 企業理念 

 

 

図表 1 同社 CSR Report2023 より抜粋 

 

2023 年 11 月、創設より掲げてきた『轡（くつわ）』1 のシンボルを進化させた新しいブ

ランドロゴマークを公表した。 

 

 

 

 
1 轡（くつわ）：手綱（たづな）をつけるため、馬の口にかませる金具 
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1-3 事業概要 

同社は、広島県広島市に本社を置く化学素材メーカーである。1823 年に、磁器の絵付け

や漆器、歴史的建造物などに欠かせない顔料であるベンガラ（酸化鉄）製造業者として岡山

で創業した。 

 その後、1933 年、広島市にベンガラの製造販売を事業目的とする戸田工業株式会社を設

立し、1941 年には、硫酸鉄を利用する生産方法を開発し、生産力が高まった。 

 1965 年、酸化鉄を水溶液から化学反応によって合成させる湿式合成法を開発した。この

製法では、当時問題となっていた亜硫酸ガスの発生をなくし、鉄鋼製品の製造プロセスから

出てくる硫酸鉄を原料として使うことから、産業廃棄物の削減、資源の有効利用に貢献する

こととなった。 

 さらに、湿式合成法では、製造のパラメーター（変数）をコントロールすることにより、

形状、特性のバラエティ豊富で安定する品質の材料を生み出すことができるようになった。 

 現在、同社グループは、機能性顔料事業を基盤事業として収益力を高め、電子素材事業で

は磁石材料、誘電体材料、LIB 用材料を成長事業として拡販を進めている。また、軟磁性材

料、環境関連材料を次世代事業として事業化に向けて取り組んでいる。 

 

【3 つのコアコンピタンス】 

（1）湿式合成法から始めるナノテクノロジー 

酸化鉄には鉄と酸素の結合の仕方によっていくつもの種類があり、結合の比率や、大

きさ、形状などの違いにより、色や硬さ強度、磁性、化学的特性などが異なってくる。 

 同社の湿式合成技術の特長は、合成の温度や PH などの条件を変えることで、結晶の

構造、粒子の形状や大きさなど、物質を原子レベルの 大きさで制御し、求められる機

能や特性に合わせて、バリエーションに富む酸化鉄などの素材を、自由自在に作り分け

ることができることである。 

 

（2）酸化鉄、その他無機材料への豊かな経験と知識 

同社は、酸化鉄を用いた磁石や磁性材料、顔料などのノウハウを蓄積し、酸化鉄をベ

ースに他の無機材料を複合し有効活用することで、新しい機能や特性を持つ材料の開

発を行っている。 

研究開発に携わる技術者が従業員全体の 3 分の 1 を占める研究開発型企業で、高度

な知識と情熱を備えた化学の専門家集団が、地球規模での研究開発に挑んでいる。 

  

（3）素材から、ソリューションまでの提供 

同社は、培った経験と知識により、顧客企業の抱えている課題に新しい角度から光を

当て、素材の視点からの解決法、ソリューションを提供している。 

例えばもっと強度や磁性を高めたい、新しい機能を付加したいなどの顧客のニーズ



                 
 

 

 

 - 11 -  

 

をより的確に把握し、課題を発見し、どの様な材料を使えば良いか、どの様な材料をど

の様に複合すれば良いか等、素材特性を活かした加工法などのトータルなソリューシ

ョン提案を行っている。 

単なる素材供給者にとどまらない、新たな材料からソリューションまでを開発・提供

することで、顧客企業の先端技術の進化、競争力の強化に貢献するパートナーの役割を

果たしている。 

 

図表 2 同社会社案内より抜粋 

 

 

図表 3 同社会社案内より抜粋 
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図表 4 同社会社案内より抜粋 
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【事業セグメント】 

同社グループは、「電子素材」「機能性顔料」の 2 つを報告セグメントとしている。製品系

列を基礎として製造方法、製造過程ならびに販売市場の類似性を考慮して区分している。 

「電子素材」セグメントに含まれる事業は、磁石材料、誘電体材料、軟磁性材料、リチウ

ムイオン電池用材料、その他材料である。「機能性顔料」セグメントに含まれる事業は、顔

料、環境関連材料である。 

 

図表 5 同社提供資料 

 

 

【エリア分析】 

連結売上高のエリアの内訳は以下の通りである。同社グループの連結売上高で大きな割

合を占める日本を主な分析対象とした。 

 

図表 6 第 90 期有価証券報告書より作成 
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1-4 中期事業計画 

同社は、創業 200 周年を迎える 2023 年に向けた 3 か年計画として、2021 年度から 2023

年度までを実行期間とする中期事業計画「Vision2023」を策定している（2021 年 8 月 4 日

公表）。 

 

（1）基本戦略 

同社は、「事業活動を通じて、社会的な課題解決を支援する」ことを使命とし、社会

の課題、時代の最先端ニーズに応えることで成長してきた。 

 日々環境が変化する情勢の中で、中期事業計画の基本戦略として、取引先の課題を解

決するだけでなく、自社の課題にも向き合い、素材のチカラ、自社のチカラ、パートナ

ーのチカラを一つにして解決するとともに、新たな価値を創造していくとしている。 

同社は、本中期事業計画「Vision2023」の期間においては、機能性顔料事業を安定し

た収益基盤事業とし、電子素材事業を成長事業として位置付けている。 

機能性顔料事業においては、塗料や複写機・プリンター用の材料である着色材料を中

核として取り組んできた。創業以来収益の基盤となる事業であり、引き続き特徴ある製

品開発や原価低減等の収益性の向上に取り組み、事業活動を行う方針である。 

成長事業と位置付けている電子素材事業のうち、以下の通り、磁石材料及び誘電体材

料(チタン酸バリウム)を中心とした事業拡大を見込んでいる。 

 

（2）計画進捗状況 

図表 7 同社 CSR Report2023 より抜粋、2023 年 8 月 8 日公表数値 
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当計画期間の 2 年目である 2022 年度の売上高は、計画 345 億円に対して 349 億円

となった。営業利益は、原材料及びエネルギー価格高騰の影響が響き、計画 19 億円に

対し、13 億円となった。 

計画の最終年度である 2023 年度においては、原材料及びエネルギー価格が依然と

して高水準で推移すると見込まれることや、世界的な金融引締めが続く中での海外景

気の下振れリスクが懸念されるなど、当面は不透明な状況が続くものと見込んでいる。 

3 か年の累積目標である売上高 1,020 億円、営業利益 59 億円の達成に向け、各事業

に応じた取組みを推進する。特に、営業利益については、累積計画値 59 億円に対し、

実績 / 予想の累積値は 46 億円を予想している。 
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（3）事業別戦略 

 ①電子素材事業 

電子素材事業の主な製品は、今後さらなる市場成長が期待されている自動車や ICT 

機器分野に用いられている材料で、特にモーターやセンサーに用いられる磁石材料、コ

ンデンサーに用いられる誘電体材料の事業拡大に注力している。 

 

図表 8 同社 CSR Report2023 より抜粋 
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②機能性顔料事業 

 機能性顔料事業の主な製品は、酸化鉄を中心とした材料で、塗料や複写機・プリンター

用の着色材料として成長してきた。これら着色材料は、創業以来、収益の基盤となる事業

であり、時代のニーズに合った製品開発を進めている。 

 

図表 9 同社 CSR Report2023 より抜粋 

 

 

＜環境関連への次世代展開＞ 

機能性顔料事業は、現在、環境負荷を低減する材料を次世代の事業として位置づけ、事業

化に向けた研究開発が進められている。 

 

ⅰ.メタン直接改質（DMR）法による鉄系触媒を用いた高効率水素製造システムの研究開

発 

同社は、2021 年より NEDO（国立研究開発法人 新エネルギー・産業技術総合開発機

構）委託事業として、天然ガスやバイオガス等の主成分であるメタン原料から高活性鉄系

触媒を用いた「DMR 法」により、CO2 フリー水素の製造プロセス及びシステム開発に取

り組んできた。 

 今後、これまでの開発成果を基に「DMR 法」による商用規模の水素製造プラントをエ

ア・ウォーター（株）と共同で北海道豊富町内に設置し、メタンを主成分とする温泉付随

天然ガスから高純度水素の製造を行うとしている。 

 また副生成物として発生する炭素は、高導電性を有する多層カーボンナノチューブ

（CNT）として市場展開することを目指し、用途探索と性能評価を進め、2025 年度を目

途に、水素と高付加価値な多層 CNT を製造できる「DMR 法」による水素製造システムを

確立させ、水素製造コストの低減と水素サプライチェーンのクリーン化を目指すとしてい

る。 
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図表 10 同社 2023 年 8 月 8 日ニュースリリース資料より抜粋 

 

 

ⅱ. Na-Fe 系酸化物による革新的 CO2 分離回収技術の開発 

「Na-Fe 系酸化物」は、埼玉大学が見出した CO2 を吸脱着する機能のある酸化鉄系材

料「ナトリウムフェライト」を基本組成とする。「ナトリウムフェライト」は鉄、酸素、

ナトリウムが層状に配列する層状化合物で、燃焼排ガスや大気中に含まれる CO2 を選択

的に化学吸着し、120℃程度の加熱によって、分離回収できる機能を有している。また吸

着、分離回収を繰り返しても特性の劣化がないため、長期間の連続使用を想定した CO2

固体回収材として利用可能である。 

2022 年 5 月、NEDO の委託事業及び補助事業に対して、戸田工業と埼玉大学、エア・

ウォーター（株）が共同提案した「Na-Fe 系酸化物による革新的 CO2 分離回収技術の開

発」が採択され、開発を進めている。また、2023 年 5 月に開催された G7 広島サミット

2023 においては、国際メディアセンター内における政府広報展示に出展している。 

 

図表 11 同社 2022 年 7 月 7 日ニュースリリース資料より抜粋 
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1-5 コーポレート・ガバナンス体制 

＜コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方＞ 

同社グループは、よりよき市民、よりよき企業市民として、社会的責任の実現が重要な役

割であることを認識し、将来への継続的で健全な発展のために、経営理念・経営方針に基づ

く経営を継続的に進めるとし、コンプライアンスの精神を土台として関係法令及び社内規

定等を遵守すること、それを企業トップ自らが率先垂範のうえ社内に徹底しグループ企業

や取引先に周知すること、反社会的勢力及び団体との関係を持たないことを宣言している。 

 また、取締役会の機能である執行のモニタリング機能を強化し、透明性ある経営を推し進

めるとともに、環境変化に迅速に対応できる俊敏なコーポレート・ガバナンスを目指すとし、

適切な情報開示により、株主及びその他のステークホルダーの権利と利益を平等に守るた

めに、以下の原則を定めている。 

 

 

＜コーポレート・ガバナンス体制の概要＞ 

コーポレート・ガバナンスの一層の強化の観点から、 2022 年 6 月 28 日の第 89 期定時

株主総会を経て、「監査役会設置会社」から「監査等委員会設置会社」へ移行した。 

 

図表 12 同社 CSR Report2022 より抜粋 

 

 

社外取締役を含む「取締役会」は、重要な業務執行に関する意思決定機関であり、業務執

行を監督している。取締役会は、同社グループの事業内容に精通し、強みである基礎技術開

発の重要性を理解した取締役で構成することで、迅速かつ的確な経営判断が実施できる体

制を確保し、月 1 回の定例の取締役会や臨時取締役会を開催し、業務執行状況の監督、基本
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事項及び重要事項を付議し、迅速かつ的確な決定をしている。 

同社は、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行したことで、取締役会の監督

機能・監視体制のさらなる強化を通じて、より一層のコーポレート・ガバナンスの充実を図

っている。また、監査等委員には独立性の高い社外監査等委員 3 名を選任し、監視機能の客

観性及び中立性を十分に確保した監査体制を整えている。 

現在、取締役会は 寳來茂 代表取締役が議長を務め、監査等委員の 4 名を含む取締役 8

名の合計 9 名で構成されている。取締役総数の 1/3 以上にあたる 4 名を独立社外取締役と

し、取締役会の独立性の強化と経営の透明性の確保を図っている。 

 

＜企業統治の体制図＞ 

図表 13 同社 CSR Report2022 より抜粋 

 

 

＜業務執行に関して＞ 

同社では、「取締役会」が重要な業務執行の意思決定機関であり、業務執行状況を監督し

ている。取締役会は、寳來茂 代表取締役が議長を務め、取締役（監査等委員である取締役

を除く）4 名（うち、社外役員 2 名）、監査等委員である取締役 4 名（うち、社外役員 3 名）

の合計 9 名で構成されている。取締役総数の 1/3 以上にあたる 4 名を独立社外取締役とし、

取締役会の独立性の強化と経営の透明性の確保を図っている。取締役会は、月 1 回以上開

催し、重要な事項を付議し、迅速かつ的確な決定をしている。 

同社は、執行役員制度を採用し、経営方針及び重要な業務執行の意思決定と日常の業務執

行とを区分することで、監督機能と業務執行機能の強化を図っている。事業部門の業務執行

状況を把握するために行う「経営会議」は月 1 回開催され、取締役、執行役員が出席し、各

事業部門の事業方針、事業計画、遂行状況、課題の報告と討議を行っている。また、取締役

会規程に定められた付議すべき重要事項があれば取締役会に提案することとしている。 
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取締役及び執行役員の指名・報酬に関する手続きの公正性・透明性・客観性を強化し、コ

ーポレート・ガバナンスの充実を図ることを目的として、取締役会の任意の諮問機関として

「指名・報酬諮問委員会」を設置している。当委員会は、寳來茂 代表取締役が議長を務め、

独立社外取締役 4 名の合計 5 名で構成され、取締役会からの諮問に応じて、取締役及び執

行役員の選任・解任に関する事項や報酬に関する事項について審議し、取締役会への答申を

行っている。 

 

＜監査・監督に関して＞ 

「監査等委員」と「会計監査人」は、定期的に打合せの機会を持ち、監査計画の概要説明

や会計監査人が監査等委員に通知すべき事項に関する説明、四半期決算や本決算に関する

レビューの概要報告及び監査概要報告を受け、相互に連携している。さらには、必要に応じ

て打合せの機会を持って、監査の過程に必要な事項についての情報提供及び意見交換を行

い、監査の適正性・信頼性を高め、相互の連携を強めるよう努めている。 

「監査等委員会」と「内部監査室」は、内部統制システムの構築、運用及びその評価につ

いて定期的に、情報交換を行っている。 

 

1-6 コンプライアンス体制 

＜基本的な考え方＞ 

同社グループは、一人ひとりが、誠実でフェアな企業市民として、高い倫理観をもって行

動するという行動指針の一つに基づき、コンプライアンスの維持及び向上に取り組んでい

る。マテリアリティ「ガバナンス」の取組みとして「コンプライアンスの強化」を掲げ、「重

大な法令違反」をゼロとすることを目標に活動している。 

 

＜管理体制＞ 

コンプライアンスの全社的な推進・管理に向けて、コンプライアンス委員会（委員長：社

長執行役員）の直下に、コンプライアンス推進本部を設置し、統括管理を実施している。 

取締役会は、コンプライアンス委員会からの報告を通じて対応状況を確認し、必要な体

制・制度の構築について決定・監督を行っている。コンプライアンス推進本部は、担当執行

役員による統括の下、本社管理部門のメンバーで構成されている。 
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図表 14 同社 CSR Report2023 より抜粋 

 

 

＜具体的な取組み＞ 

同社では、コンプライアンスを徹底していくためには、一人ひとりの倫理観と行動の基準

となる社内規程が重要であると考えている。 

倫理観を醸成するため、定期的に全役員・全従業員を対象としたコンプライアンス教育を

行い、同時に、人権について理解を深めるためのハラスメントに関する教育も行っている。 

従業員の行動の基準となる社内規程は、本社に組織された規程検討会において、規程が相

互間に矛盾のないよう調整を図りながら、所定の手続きを経て制定される。規程の制改定に

あたっては、必要な社会ルールを落とし込むよう配慮し、その内容を全社に周知徹底してい

る。 

 

1-7 サステナビリティに関するガバナンス体制 

＜リスク管理体制＞ 

同社グループは、グループ全体の企業価値を持続的に向上させるため、諸々のリスクに対

し経営への影響を最小限に抑えるリスクマネジメントに取り組んでいる。 

リスク管理委員会は代表取締役の下に置かれた執行役員及び常勤の監査等委員からなる

組織で、全社横断的な立場から、リスク管理経営の方針策定、具体的対策の審議等を行う。

原則として毎月 1 回、各リスクの管理部署からの報告を受け、これに対する意見交換やモ

ニタリングを行っている。  
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図表 15 同社 CSR Report2023 より抜粋 

 

 

図表 16 同社 CSR Report2023 より抜粋 

 

 

リスク管理委員会の運営サポートを行うリスク管理推進室では、リスクを 14類型（安全、

品質、災害、社会インフラ・設備、気候変動、法務、情報セキュリティ、調達、営業、財務・

経理、経営・広報、知財、海外安全、労務）に分類し管理している。 

 

＜気候変動対応へのリスク管理体制＞ 

気候変動対応の全社的な推進・管理については、リスク管理委員会（委員長：代表取締役）

の直下に、CSR・環境委員会を設置し、国内グループの環境に関する統括管理を実施してい
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る。 

取締役会は、リスク管理委員会からの報告を通じて気候変動への対応状況を確認し、必要

な体制・制度の構築について決定・監督を行っている。CSR・環境委員会は、委員長を経営

企画室長が担当し、全社横断的な各事業所の責任者及び担当者で構成している。 

 

図表 17 同社 CSR Report2023 より抜粋 

 

 

CSR・環境委員会は毎月開催され、「国内グループの環境に関する統括管理」、「各事業

所における年度目標の設定」や「各事業所から毎月の活動報告を通じた進捗管理」を実施

している。また、リスク管理委員会を通じて、取締役会への気候変動対応に関する報告を

年 2 回実施している。 
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2 サステナビリティ活動 

2-1 マテリアリティの特定プロセス 

同社グループは、経営理念に「絶えず活動しながら発展しつづける」という意味をもつ

「生々発展」という言葉を用いている。創業 200 周年を迎えるにあたり、過去より継承し

ている「生々発展」という理念と最新の社会動向を踏まえ、マテリアリティを特定した。 

今後、経営理念、パーパス、経営方針、マテリアリティを一体化したマネジメントによっ

て、自社・社会・地球環境のサステナビリティ実現を目指し、ステークホルダーとの対話を

通じて同社グループへの期待や社会の変化を検証し、マテリアリティをより良いものへと

改定していく予定である。 

特定した 10 項のマテリアリティは、経営理念を実現するための 4 つの経営方針と整合し

ている。また、実行力を高めるための具体的な取組み・指標・目標を記載している。 

 

図表 18 同社 CSR Report2023 より抜粋 

 

 

同社グループのマテリアリティは、事業活動のリスク軽減のみならず、中長期的な経営戦

略・人材戦略の指標として、また経営層と従業員の日々の意思決定の指針として機能すると

考えられる。 

マテリアリティの特定プロセスは、国際ガイドラインである GRI スタンダード（GRI3：

マテリアルな項目 2021）2に従い、リスクのみならず、ステークホルダーからのフィードバ

ックと同社グループの経営戦略を考慮し検討を重ねた。 

 

 

 

 

 

 
2 GRI （Global Reporting Initiative）スタンダード：ESG 情報の開示基準のひとつ。企業が、投資家

だけでなく、従業員、サプライヤー、地域コミュニティーなどより広いステークホルダーに、経済・環

境・社会へのインパクトを情報開示することが目的とされる。 
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図表 19 同社 CSR Report2023 より抜粋 
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2-2 10項のマテリアリティと特定した理由 

図表 20 同社 CSR Report2023 より抜粋 
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2-3 経営方針とマテリアリティ 

 

 

 

経営理念を実現するための 4 つの経営方針と 10 項のマテリアリティは、以下の通り整

合している。また、各マテリアリティにより社会にもたらされる価値は以下の通りであ

る。 

 

図表 21 同社 CSR Report2023 より抜粋 
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2-4 環境ビジョンの改定 

同社グループは化学メーカーの責務として、環境負荷の大きい乾式合成法から環境負荷

の小さい湿式合成法への転換、鋼板メーカーの酸洗廃液の再資源化など環境負荷低減に取

り組んできた。 

2019 年 6 月、会社設立 100 年である 2033 年を達成目標年度とした ESG 取組みの中期

ビジョン「戸田工業グループ 環境ビジョン 2033」を策定し、2023 年 11 月より一層の環

境負荷低減、化学物質の安全管理を推進するため、「サステナビリティの考え方」に基づい

て『環境ビジョン』を改定した。 
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同社グループは、持続可能性 4 原則3の視点から、活動の中心となる「環境経営 5 本柱」

を特定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
3 持続可能性 4 原則：国際 NGO「The Natural Step」の創設者カール=ヘンリク・ロベール博士が提唱

したサステナビリティの原則 

私たちの自然環境内及び社会に 

原則 1．自然の中で地殻から取り出した物質の濃度が増え続ける活動に加担しない 

原則 2．自然の中で人間社会が作り出した物質の濃度が増え続ける活動に加担しない 

原則 3．自然が物理的な方法で劣化する活動に加担しない 

原則 4．人々が自らの基本的なニーズを満たそうとする行動を妨げる状況を作り出す活動に加担しない 
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2-5 サステナビリティ活動の内容 

環境経営 5 本柱は、マテリアリティを実現する以下の取組みと関連している。 

 

図表 22 同社 CSR Report2023 等より抜粋 
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以降より環境経営 5 本柱（「（1）生物多様性への取組み」、「（2）温室効果ガスの削減」、

「（3）水資源の保全」、「（4）環境調和型商品・技術の提供」、「（5）循環型社会形成への取組

み」）とマテリアリティを実現するための取組みのうち「（6）重大災害ゼロの追求」、「（7）

人の可能性を引き出す職場づくり／創造性を発揮できる職場づくり／技術立社を支える人

材開発」について記述する。 

 

（1）生物多様性への取組み 

2022 年の COP15 において、愛知目標の後継となる「昆明モントリオール生物多様

性枠組」が採択され、企業においては、サプライチェーンやポートフォリオに係る生物

多様性へのリスク・影響を評価すること、自然資本を守り、活かすことが求められてい

る。同社グループは、事業活動・社会生活を通して生物多様性の保全を目的とした活動

を推進している。 

 

 

（2）温室効果ガスの削減 

気候変動問題は年を追うごとに顕在化し、世界中の環境に深刻な影響を与えるよう

になった。気候変動に関する政府間パネル第 6 次評価報告書（IPCC4 AR6）は、温暖

化を 1.5℃に抑えるために「2030 年までに GHG 排出量を 43％削減（2019 年対比）す

る必要がある」と報告している。同社グループは、気候変動をマテリアリティと定め、

温暖化を 1.5℃に抑える世界を目指している。 

 

＜TCFD 提言への賛同表明＞ 

同社グループでは、将来の世代も安心して暮らせる持続可能な経済社会をつくるた

め、気候変動を経営上の重要課題とし、地球温暖化対策に取り組んでおり、2023 年 7

月に TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）の提言へ賛同を表明した。 

 

 

 
4 IPCC（Intergovernmental Panel on Climate Change）は、世界気象機関（WMO）及び国連環境計画

（UNEP）により 1988 年に設立された政府間組織で、2021 年 8 月現在、195 の国と地域が参加してい

る。IPCC の目的は、各国政府の気候変動に関する政策に科学的な基礎を与えることである。 
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＜シナリオ分析＞ 

気候変動により世界全体の平均気温が 4℃上昇することは、社会に非常に大きな影響

を及ぼす。気温上昇を 1.5℃未満までに抑えることを目指すパリ協定を踏まえ、同社グ

ループでは、1.5℃シナリオと 2℃シナリオ及び 4℃シナリオにて、リスクと機会を分析

している。 

 

図表 23 同社 CSR Report2023 より抜粋 

 

 

＜指標と目標＞ 

日本国内における 2022 年度の GHG 排出量について、Scope1＋25は 41,067 t-CO2

（2013 年度比で 54%削減）であり、目標よりも早いペースで削減を達成している。ま

た、2022 年度から Scope3 の算定を実施し、その算定結果は 147,260 t-CO2 であった。 

2050 年までにカーボンニュートラル（GHG 排出を全体としてゼロ）を目指すため、

Scope1＋2 の GHG 排出量、売上高基準の GHG 排出量及び再生可能エネルギーの利

用について、『環境ビジョン 2033』を見直し、挑戦的な 2030 年度の目標を設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
5 Scope1,2,3：モノがつくられ廃棄されるまでのサプライチェーンにおける温室効果ガス（GHG）排出量

に関する分類方法。Scope1 は自社が直接排出する GHG、Scope2 は他社から供給された電気・熱・など

を使うことで自社が間接排出する GHG、Scope3 は原材料仕入れや販売後に排出される GHG を指す。 
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図表 24 同社 CSR Report2023 より抜粋 

 

 

図表 25 同社 CSR Report2023 より抜粋 

 

 

（3）水資源の保全 

同社グループは、製品の製造過程において、多くの水資源を使用している（湿式合成

の溶媒、製品の冷却・洗浄など）。使用した水は、排水処理工程を経て無害化し、全量

を河川・海に排水している。 

高純度・高機能な製品を提供するためには、適切な品質かつ十分な量の水資源を確保

することが必要であり、事業継続のためには厳格な基準に基づいた排水品質の管理が

必要となる。 

同社グループは、水資源の適切な利用のために以下の項目に取り組んでいる。 
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  同社グループが使用する水資源は、河川水、工業用水、上水などで、各事業所が目標

を定めて削減に取り組んでいる。  

 

図表 26 同社 CSR Report2023 より抜粋 

 

 

図表 27 同社 CSR Report2023 より抜粋 

 

近年、水使用量及び排水量は横ばい傾向であるため、生産状況に合わせた取水調整、

水の再利用による新水の使用量削減、水使用量を削減する生産プロセスの導入などの

対応を進めている。  
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（4）環境調和型商品・技術の提供 

人間社会と地球環境が抱える課題は、より複雑でより広範囲に変化している。そして

企業は、それらの課題に対する姿勢と課題解決のための実行力が問われている。同社グ

ループは、パーパス『微粒子の可能性を、世界の可能性に変えていく。』を実現するべ

く、磨き続けてきた微粒子合成技術でイノベーションの創出を支援するとしている。 

 

 

図表 28 同社 CSR Report2023 より抜粋 

 

 

（5）循環型社会形成への取組み 

同社グループは、3R（Reduce、Reuse、Recycle）の取組みを総合的に推進している。

調達・開発・製造・輸送・販売・リサイクル・廃棄など、あらゆる段階の環境貢献・環

境負荷低減に取り組んでいる。循環型社会形成推進基本法、資源有効利用促進法におけ

る事業者の義務として、原材料・製品について必要な措置を講じ、自ら循環型社会形成

に努め、国または地方公共団体が実施する施策に協力するとしている。 

 

 

 

 

 

 

 

 



                 
 

 

 

 - 37 -  

 

図表 29 同社 CSR Report2023 より抜粋 

 

 

図表 30 同社 CSR Report2023 より抜粋 

 

 

産業廃棄物発生量は削減傾向となっているが、再資源化率の改善は停滞している。今

後、目標達成に向けて廃棄物の減容化（乾燥・圧縮）、汚泥のセメント原料としての利

用促進、 汚泥と廃プラスチックの再資源化用途の探索などを進めるとしている。 

 

同社グループは、過去より他業種で発生する副生成物や廃棄物を原料として活用し

てきた。 

 小野田事業所では、チタン・製鉄業で副生する硫酸鉄結晶や鉄スクラップを溶解し

た硫酸鉄溶液を主原料として、顔料やトナー材となる酸化鉄を生産している。大竹事業

所では製鉄業で副生する酸化鉄粉を主原料としてフェライトを生産している。 
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図表 31 同社 CSR Report2023 より抜粋 

 

 

図表 32 同社 CSR Report2023 より抜粋 

 

小野田事業所ではチタン酸バリウム（電子部品材料）を生産しているが、製造する過

程で発生するバリウムを含む廃液について、2019 年から廃液を大竹事業所へ移送し、

副原料として活用している。この有効活用より 2021 年度は廃棄量を 245t 削減する

ことができた。 

また同社グループは、マテリアリティとして「プロセス・イノベーション」を掲げて

おり、その取組みとしてサーキュラエコノミー（電池材料リサイクルの事業化）を検討

している。 

 

（6）重大災害ゼロの追求 

同社グループでは、働く人々の安全衛生を最優先とし、安全・安心に働き続けるため

の職場環境整備と人材育成を推進している。 

   安全衛生に係わる取組みを同社グループ全体で共有化・重点化するために、四半期ご

とに中央安全衛生会議を開催して、進捗管理を行い、各事業所に情報提供している。 
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図表 33 同社 CSR Report2023 より抜粋 

 

 

図表 34 同社 CSR Report2023 より抜粋 

 

 

2022 年の業務災害件数は、同社グループ（国内連結）において 2 件で、前年と同数

であったが、度数率の目標数値をより厳しく設定したため、新目標を達成することがで

きなかった。 

   2023 年度は、“ どうすれば災害が起こらないか、皆で考えよう ” を合言葉に今一

度、安全衛生の原点に立ち返った活動を推進している。 

 

（7）人の可能性を引き出す職場づくり／創造性を発揮できる職場づくり／技術立社を 

支える人材開発 

次世代育成支援対策推進法及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律の

規定に基づき、次世代育成支援及び女性活躍推進に関して、次のような行動計画を策定

し、計画に沿った活動を進めている。 
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図表 35 同社 CSR Report2023 より抜粋 

 

 

 

＜目標＞ 

社員数、採用人数、管理職人数における女性社員の比率が低いという課題に対して、

計画期間中に新卒採用者に占める女性比率を 30％以上（累計）を目指す。 

＜目標達成のための対策＞ 

採用媒体にて育児休業取得率等の開示や活躍している女性社員の紹介を通して、女

性が活躍できる職場であることの積極的広報を行う。 

女性が進出できる職場の開発及び必要な環境整備を行う。 

女性社員向けのキャリア教育を行う。 

 

図表 36 同社 CSR Report2023 より抜粋 
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人事戦略に係るマテリアリティとして、DE&I と人材育成の２つを特定している。

指標・目標・2022 年度実績は、以下のとおり。 

 

図表 37 同社 CSR Report2023 より抜粋 
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3 包括的分析及びインパクト特定の適切性評価 

3-1  UNEP FIのインパクト分析ツールを用いた分析 

同社について、事業セグメント、エリア、サプライチェーンを含めたステークホルダー全

体から、インパクトを生み出す要因がグループ全体で包括的に検討された。 

本ファイナンスでは、同社の事業を、国際標準産業分類における「基礎化学品製造業

（2011）」として整理した。その前提のもとでの UNEP-FI のインパクト分析ツールを用い

た結果、「包摂的で健全な経済」に関するポジティブ・インパクトが抽出され、「保健・衛生」、

「水（質）」、「大気」、「土壌」、「資源効率・安全性」、「気候」、「廃棄物」に関するネガティ

ブ・インパクトが抽出された。ポジティブ・ネガティブの両面でのインパクトとしては、「雇

用」が抽出された。 

 

 

 

 

3-2 個別要因を加味したインパクト領域の特定 

次に事業活動等個別要因を加味して、同社のインパクト領域を特定した。その結果、環境

に貢献する新製品・技術の創出を行っていることから「気候」、サーキュラエコノミーへの

取組みを行っていることから「資源効率・安全性」、「廃棄物」のポジティブ・インパクトを

追加した。 
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3-3 特定されたインパクト領域とサステナビリティ活動の関連性 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別要因を加味し特定されたインパクト領域 
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 3-4 インパクト領域の特定方法 

UNEP FI のインパクト評価ツールを用いたインパクト分析結果を参考に、同社のサステ

ナビリティに関する活動を同社の有価証券報告書や CSR Report、環境ビジョン、中期事業

計画説明資料、ウェブサイト、ヒアリングなどから網羅的に分析するとともに、同社を取り

巻く外部環境や地域特性などを勘案し、同社が環境・社会・経済面に対して最も強いインパ

クトを与える活動について検討した。そして、同社の活動が、対象とするエリアやサプライ

チェーンにおける環境・社会・経済面に対して、ポジティブ・インパクトの増大やネガティ

ブ・インパクトの低減に最も貢献すべき活動を、インパクト領域として特定した。  

 

3-5 JCRによるモデル・フレームワークに示された項目に沿う評価 

JCR は、本ファイナンスにおける包括的分析及びインパクト特定の内容について、モデ

ル・フレームワークに示された項目に沿って以下のとおり確認した結果、適切な分析がなさ

れていると評価している。 

モデル・フレームワークの確認項目 JCRによる確認結果 

事業会社のセクターや事業活動類型を踏ま

え、操業地域・国において関連のある主要

な持続可能性の課題、また事業活動がこれ

らの課題に貢献するかどうかを含めて、事

業環境を考慮する。 

事業セグメント・エリア、サプライチェー

ンの観点から、同社の事業活動全体に対す

る包括的分析が行われ、インパクト領域が

特定されている。 

関連する市場慣行や基準（例えば国連グロ

ーバル・コンパクト10原則等）、また事業

会社がこれらを遵守しているかどうかを考

慮する。 

同社は、TCFD提言への賛同表明を行って

いるほか、関連する市場慣行や基準、それ

らの遵守状況が確認されている。 

CSR報告書や統合報告書、その他の公開情

報で公に表明された、ポジティブ・インパ

クトの発現やネガティブ・インパクトの抑

制に向けた事業会社の戦略的意図やコミッ

トメントを考慮する。 

同社の公表しているCSR Report及びウェ

ブサイト等の内容を踏まえ、インパクト領

域が特定されている。 

グリーンボンド原則等の国際的イニシアテ

ィブや国レベルでのタクソノミを使用し、

ポジティブ・インパクトの発現するセクタ

ー、事業活動、地理的位置（例えば低中所

得国）、経済主体の類型（例えば中小企

業）を演繹的に特定する。 

UNEP FIのインパクト分析ツール、グリ

ーンボンド原則・ソーシャルボンド原則の

プロジェクト分類等の活用により、インパ

クト領域が特定されている。 

PIF商品組成者に除外リストがあれば考慮

する。 

同社は、広島銀行の定める融資方針等に基

づく不適格企業に該当しないことが確認さ
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れている。 

持続可能な方法で管理しなければ、重大な

ネガティブ・インパクトを引き起こし得る

事業活動について、事業会社の関与を考慮

する。 

同社の事業で想定し得る重要なネガティ

ブ・インパクトとして、水使用量・排水

量、GHG排出量、産業廃棄物削減率等が

特定されている。これらは、同社のマテリ

アリティや環境ビジョン等で抑制すべき対

象と認識されている。 

事業会社の事業活動に関連する潜在的なネ

ガティブ・インパクトや、公表されている

意図と実際の行動（例えばサプライチェー

ンの利害関係者に対してや従業員の中での

行動）の明らかな矛盾を特定するため、考

え得る論点に関する利用可能な情報を検証

する。 

ひろぎんエリアデザインは、原則として同

社の公開情報を基にインパクト領域を特定

しているが、重要な項目に関しては、その

裏付けとなる内部資料等の確認により、手

続きを補完している。なお、JCRはひろぎ

んエリアデザインの作成したPIF評価書を

踏まえて同社にヒアリングを実施し、開示

内容と実際の活動内容に一貫性があること

を確認している。 
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4 KPIの設定 

特定されたインパクト領域のうち、環境・社会・経済に対して一定のインパクトが想定さ

れ、同社の経営の持続可能性を高める項目について、以下の通り KPI を設定した。 

 

 

 

 

環境面の KPI 
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大気汚染・悪臭は大気のネガティブ・インパクトとして特定されるが、同社では、法令

に基づく協定値、規制値を下回る取組みがなされていると判断されることから、KPI の設

定を行わないものとする。 

 生産規模の大きな大竹事業所、小野田事業所は、大気汚染防止法及び自治体協定に基づ

く規制を受けており、各事業所では関係法令・協定の規制値遵守、日々の設備管理、定期

的に排気ガス測定を行い大気汚染の防止に努めている。 

 

図表 38 同社 CSR Report2023 より抜粋 

 

大気汚染・悪臭について 
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また、悪臭対策ついては、化学物質原料の使用や燃料の燃焼等、臭気を発生する可能性

がある設備のメンテナンスを適切に行っており、小野田事業所では定期的に自治体の臭気

測定を受け、問題が無いことを確認している。 

 

 

 

 

環境面の KPI 
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社会面の KPI 
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同社の「月平均所定労働時間」と「年次有給休暇平均取得日数および平均取得率」の実

績は以下の通り。  

 令和 5 年就労条件総合調査（厚生労働省）の結果と比較すると、2022 年度の月平均所

定労働時間 8.19 時間は、令和 4 年の労働者 1 人平均 7.78 時間を 0.41 時間（約 24 分）上

回っているが、同社は、所定労働時間の管理として、従業員全体の所定外労働時間を月平

均 10 時間以内に維持することを目標とし、「ノー残業デー」の推進を図り、時間外労働

をしない意識改革のための取組みを行っている。 

 

図表 39 同社 CSR Report2023 より抜粋 

 

 

また、2022 年度の年次有給休暇平均取得日数 12.5 日は、同調査の 11.1 日を上回り、平

均取得率 61.1％は、同じく 62.1％と同水準となっている。 

 以上より、雇用のネガティブ・インパクトについては KPI の設定をしなくてもよいと判

断する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用のネガティブ・インパクトについて 
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社会面・経済面の KPI 
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5 JCRによる評価 

JCR は、本ファイナンスの KPI に基づくインパクトについて、PIF 原則に例示された評

価基準に沿って以下のとおり確認した結果、多様性・有効性・効率性・追加性が期待される

と評価している。当該 KPI は、上記のインパクト特定及び同社のサステナビリティ活動の

内容に照らしても適切である。 

① 多様性：多様なポジティブ・インパクトがもたらされるか 

本PIF評価に基づくファイナンスは、同社のバリューチェーン全体を通して、多様なポ

ジティブ・インパクトの発現及びネガティブ・インパクトの抑制が期待される。 

8項目のインパクト、以下のとおりそれぞれ幅広いインパクト領域に亘っている。 

（1）「環境に貢献する新製品・技術の創出」 

「気候」に係るポジティブ・インパクト 

（2）「サーキュラエコノミー」 

「資源効率・安全性」、「廃棄物」に係るポジティブ・インパクト 

（3）「水管理（水資源の有効活用）」 

「水（質）」に係るネガティブ・インパクト 

（4）「大気汚染・悪臭」 

「大気」に係るネガティブ・インパクト 

（5）「カーボンニュートラルの推進」 

「気候」に係るネガティブ・インパクト 

（6）「資源の転用・有効活用」 

「土壌」「資源効率・安全性」、「廃棄物」に係るネガティブ・インパクト 

（7）「重大災害ゼロの追求」 

「保健・衛生」「雇用」に係るネガティブ・インパクト 

（8）「女性社員比率の向上」「職場における育児に関する意識の向上」 

「雇用」「包摂的で健全な経済」に係るポジティブ・インパクト 

 

これらをバリューチェーン全体で見ると、例えば製造段階における水使用量の削減、

CO2排出量の削減、産業廃棄物の削減、製品の提供による環境に貢献する新製品・技術

の創出など環境負荷低減のインパクトが見込まれる。加えて、人材面では健康・衛生や

雇用に関するKPIが設定されており、従業員に対するネガティブ・インパクトの抑制も

配慮されている。 

② 有効性：大きなインパクトがもたらされるか 

本PIF評価に基づくファイナンスは、大きなポジティブ・インパクトの発現及びネガテ

ィブ・インパクトの抑制が期待される。 

同社は、化学素材メーカーとして、環境に配慮し、かつ時代のニーズにあった製品開発

を推進している。同社の製品は幅広い用途で使用されていることから、広範で持続的な
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インパクトが見込まれる。また、KPIは中長期かつ定量的な目標が設定されていること

から、大きなインパクトをもたらすことが予想される。 

③ 効率性：投下資本に比して大きなインパクトがもたらされるか 

本PIF評価に基づくファイナンスは、効率的なポジティブ・インパクトの発現及びネガ

ティブ・インパクトの抑制が期待される。 

同社は2019年6月に会社設立100年である2033 年を達成目標年度としたESG取組みの中

期ビジョン「戸田工業グループ 環境ビジョン 2033」を策定し、2023年11月より一層

の環境負荷低減、化学物質の安全管理を推進するため、「サステナビリティの考え方」

に基づいて『環境ビジョン』を改定した。加えて、マテリアリティの特定も行い、10項

のマテリアリティは、経営理念を実現するための 4つの経営方針と整合しており、実行

力を高めるための具体的な取組み・指標・目標を記載している。今後、経営理念、パー

パス、経営方針、マテリアリティを一体化したマネジメントによって、自社・社会・地

球環境のサステナビリティ実現を目指し、ステークホルダーとの対話を通じて同社グル

ープへの期待や社会の変化を検証し、マテリアリティをより良いものへと改定していく

予定としている。また、同社グループは、グループ全体の企業価値を持続的に向上させ

るため、諸々のリスクに対し経営への影響を最小限に抑えるリスクマネジメントに取り

組んでいる。リスク管理委員会は代表取締役の下に置かれた執行役員及び常勤の監査等

委員からなる組織で、全社横断的な立場から、リスク管理経営の方針策定、具体的対策

の審議等を行う。原則として毎月1回、各リスクの管理部署からの報告を受け、これに

対する意見交換やモニタリングを行っている。気候変動対応の全社的な推進・管理につ

いては、リスク管理委員会（委員長：代表取締役）の直下に、CSR・環境委員会を設置

し、国内グループの環境に関する統括管理を実施している。取締役会は、リスク管理委

員会からの報告を通じて気候変動への対応状況を確認し、必要な体制・制度の構築につ

いて決定・監督を行っている。CSR・環境委員会は毎月開催され、「国内グループの環

境に関する統括管理」、「各事業所における年度目標の設定」や「各事業所から毎月の活

動報告を通じた進捗管理」を実施している。また、リスク管理委員会を通じて、取締役

会への気候変動対応に関する報告を年2回実施している。 

本PIF評価の各KPIが示すインパクトは、同社の環境ビジョン及びマテリアリティに係

わるものであり、本PIF評価に基づくファイナンスの後押しによって、インパクトの効

率的な発現・抑制が期待される。 

④ 倍率性：公的資金や寄付に比して民間資金が大きく活用されるか 

各KPIが示すインパクトについて、本項目は評価対象外である。 

⑤ 追加性：追加的なインパクトがもたらされるか 

本PIF評価に基づくファイナンスは、以下にリストアップしたとおり、SDGsの17目標

及び169ターゲットのうち複数の目標・ターゲットに対して、追加的なインパクトが期

待される。 
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(1) 「環境に貢献する新製品・技術の創出」に係る SDGs 目標・ターゲット 
 

 

目標 7：エネルギーをみんなに そしてクリーンに 

ターゲット 7.a 2030 年までに、再生可能エネルギー、エネルギー効率及び先進

的かつ環境負荷の低い化石燃料技術などのクリーンエネルギーの研究及び技

術へのアクセスを促進するための国際協力を強化し、エネルギー関連インフ

ラとクリーンエネルギー技術への投資を促進する。 
 

 

目標 9：産業と技術革新の基盤をつくろう  

ターゲット 9.4 2030 年までに、資源利用効率の向上とクリーン技術及び環境

に配慮した技術・産業プロセスの導入拡大を通じたインフラ改良や産業改善

により、持続可能性を向上させる。全ての国々は各国の能力に応じた取組を

行う。 
 

 

(2) 「サーキュラエコノミー」に係る SDGs目標・ターゲット 
 

 

目標 9：産業と技術革新の基盤をつくろう  

ターゲット 9.4 2030 年までに、資源利用効率の向上とクリーン技術及び環境

に配慮した技術・産業プロセスの導入拡大を通じたインフラ改良や産業改善

により、持続可能性を向上させる。全ての国々は各国の能力に応じた取組を

行う。 

 

 

目標 12：つくる責任 つかう責任 

ターゲット 12.4 2020 年までに、合意された国際的な枠組みに従い、製品ライ

フサイクルを通じ、環境上適正な化学物質や全ての廃棄物の管理を実現し、

人の健康や環境への悪影響を最小化するため、化学物質や廃棄物の大気、水、

土壌への放出を大幅に削減する。 

ターゲット 12.5 2030 年までに、廃棄物の発生防止、削減、再生利用及び再利

用により、廃棄物の発生を大幅に削減する。 

 

 

 

 

 

目標 13：気候変動に具体的な対策を 

ターゲット 13.1 全ての国々において、気候関連災害や自然災害に対する強靱性

（レジリエンス）及び適応の能力を強化する。 
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(3) 「水管理（水資源の有効活用）」に係る SDGs目標・ターゲット 
 

 

目標 6：安全な水とトイレを世界中に 

ターゲット 6.4 2030 年までに、全セクターにおいて水利用の効率を大幅に改

善し、淡水の持続可能な採取及び供給を確保し水不足に対処するとともに、水

不足に悩む人々の数を大幅に減少させる。 

ターゲット 6.5 2030 年までに、国境を越えた適切な協力を含む、あらゆるレベ

ルでの統合水資源管理を実施する。 

 

(4) 「大気汚染・悪臭」に係る SDGs目標・ターゲット 
 

 

目標 11：住み続けられるまちづくりを 

ターゲット 11.6 2030 年までに、大気の質及び一般並びにその他の廃棄物の管

理に特別な注意を払うことによるものを含め、都市の一人当たりの環境上の

悪影響を軽減する。 

 

(5) 「カーボンニュートラルの推進」に係る SDGs目標・ターゲット 
 

 

目標 7：エネルギーをみんなに そしてクリーンに 

ターゲット 7.2 2030 年までに、世界のエネルギーミックスにおける再生可能エ

ネルギーの割合を大幅に拡大させる。 
 

 

(6) 「資源の転用・有効活用」に係る SDGs目標・ターゲット 
 

 

目標 12：つくる責任 つかう責任 

ターゲット 12.4 2020 年までに、合意された国際的な枠組みに従い、製品ライ

フサイクルを通じ、環境上適正な化学物質や全ての廃棄物の管理を実現し、

人の健康や環境への悪影響を最小化するため、化学物質や廃棄物の大気、水、

土壌への放出を大幅に削減する。 

ターゲット 12.5 2030 年までに、廃棄物の発生防止、削減、再生利用及び再利

用により、廃棄物の発生を大幅に削減する。 

 

 

 

 

目標 13：気候変動に具体的な対策を 

ターゲット 13.1 全ての国々において、気候関連災害や自然災害に対する強靱性

（レジリエンス）及び適応の能力を強化する。 
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(7) 「重大災害ゼロの追求」に係る SDGs目標・ターゲット 
 

 

目標 8：働きがいも 経済成長も 

ターゲット 8.8 移住労働者、特に女性の移住労働者や不安定な雇用状態にある

労働者など、全ての労働者の権利を保護し、安全・安心な労働環境を促進す

る。 

 

(8) 「女性社員比率の向上」「職場における育児に関する意識の向上」に係る SDGs目標・タ

ーゲット 
 

 

目標 5：ジェンダー平等を実現しよう 

ターゲット 5.1 あらゆる場所における全ての女性及び女児に対するあらゆる形

態の差別を撤廃する。 

ターゲット 5.5 政治、経済、公共分野でのあらゆるレベルの意思決定において、

完全かつ効果的な女性の参画及び平等なリーダーシップの機会を確保する。 
 

 

目標 8：働きがいも 経済成長も 

ターゲット 8.8 移住労働者、特に女性の移住労働者や不安定な雇用状態にある

労働者など、全ての労働者の権利を保護し、安全・安心な労働環境を促進す

る。 

 

6 モニタリング方針 

広島銀行は、同社の事業活動から意図されたポジティブ・インパクトが継続して生じてい

ることや重大なネガティブ・インパクトが引続き適切に回避・低減されていることにつき継

続的にモニタリングを行う。なお、各 KPI に係る目標の達成状況については、広島銀行の

担当者が年に 1 回以上、CSR Report や有価証券報告書 、ウェブサイト等で開示されたサ

ステナビリティに関する定性的・定量的な情報により確認する。 

 なお、モニタリングの結果、同社のサステナビリティ活動に重大な影響を与える事象(同

社のサステナビリティ方針・推進体制の変更、マテリアリティの変更、異常気象の発生や規

制の追加等外部環境の重大な変化等)が認められ、本ポジティブ・インパクト評価で特定さ

れたインパクトに変更が生じた場合、あるいは当該インパクトに係る目標・KPI に変更が

生じた場合、同社と広島銀行、ひろぎんエリアデザインが協議の上、再設定を検討する。 

 

7 モデル・フレームワークの活用状況評価 

JCR は上記 3～6 より、本 PIF 評価において、SDGs に係る三側面（環境・社会・経済）

を捉えるモデル・フレームワークの包括的インパクト分析（インパクトの特定・評価・モニ

タリング）が、十分に活用されていると評価している。 
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Ⅳ．PIF原則に対する準拠性について 

JCR は、広島銀行の PIF 商品組成に係るプロセス、手法及び社内規程・体制の整備状況、

並びに同社に対する PIF 商品組成について、PIF 原則に沿って以下の通り確認した結果、

全ての要件に準拠していると評価している。 

 

1. 原則 1 定義 

原則 JCRによる確認結果 

PIF は、ポジティブ・インパクト・ビジネ

スのための金融である。 

本ファイナンスは、広島銀行が同社のポジ

ティブ・インパクト・ビジネスを支援する

ために実施する PIF と位置付けられてい

る。 

PIF は、持続可能な開発の三側面（経済・

環境・社会）に対する潜在的なネガティブ・

インパクトが十分に特定・緩和され、一つ

以上の側面でポジティブな貢献をもたら

す。 

本ファイナンスでは、経済・環境・社会の

三側面に対するネガティブ・インパクトが

特定・緩和され、ポジティブな成果が期待

される。 

PIF は、持続可能性の課題に対する包括的

な評価により、SDGs における資金面の課

題への直接的な対応策となる。 

本ファイナンスは、SDGs との関連性が明

確化されており、当該目標に直接的に貢献

し得る対応策である。 

PIF 原則は、全カテゴリーの金融商品及び

それらを支える事業活動に適用できるよう

意図されている。 

本ファイナンスは、広島銀行の同社に対す

るローンである。 

PIF 原則はセクター別ではない。 本ファイナンスでは、同社の事業活動全体

が分析されている。 

PIF 原則は、持続可能性の課題における相

互関連性を認識し、選ばれたセクターでは

なくグローバルなポジティブ及びネガティ

ブ・インパクトの評価に基づいている。 

本ファイナンスでは、各インパクトのポジ

ティブ・ネガティブ両面が着目され、ネガ

ティブな側面を持つ項目にはその改善を図

る目標が、ポジティブな側面を持つ項目に

はその最大化を図る目標が、それぞれ設定

されている。 

 

2. 原則 2 フレームワーク 

原則 JCRによる確認結果 

PIF を実行するため、事業主体（銀行・投資

家等）には、投融資先の事業活動・プロジェ

クト・プログラム・事業主体のポジティブ・

広島銀行は、ポジティブ・インパクトを特定

しモニターするためのプロセス・方法・ツー

ルを開発した。また、運営要領として詳細な
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インパクトを特定しモニターするための、十

分なプロセス・方法・ツールが必要である。 

規程を設けており、職員への周知徹底と評価

の一貫性維持に有効な内容となっている。一

方、今後案件数を重ねる中で、融資判断の参

考となるポジティブ・インパクトの尺度、ガ

バナンス体制の評価項目につき具体的な基

準を検討していくことで、PIF としてより効

果的な融資を実行し得るものと考えられる。 

事業主体は、ポジティブ・インパクトを特定

するための一定のプロセス・基準・方法を設

定すべきである。分析には、事業活動・プロ

ジェクト・プログラムだけでなく、子会社等

も含めるべきである。 

広島銀行及びひろぎんエリアデザインは、モ

デル・フレームワークに沿って、ポジティブ・

インパクトを特定するためのプロセス・基

準・方法を設定しており、子会社等を含む事

業活動全体を分析対象としている。 

事業主体は、ポジティブ・インパクトの適格

性を決定する前に、一定の ESG リスク管理

を適用すべきである。 

ひろぎんエリアデザインは、ポジティブ・イ

ンパクト分析に際し、UNEP FI から公表さ

れているインパクト・レーダー及びインパク

ト分析ツールを活用している。 

事業主体は、金融商品として有効な期間全体

に亘り意図するインパクトの達成をモニタ

ーするための、プロセス・基準・方法を確立

すべきである。 

広島銀行は、モニタリングのためのプロセ

ス・基準・方法を確立している。 

事業主体は、上記のプロセスを実行するため

に、必要なスキルを持ち、然るべき任務を与

えられたスタッフを配置すべきである。 

広島銀行には、上記プロセスを実行するため

に必要なスキルを持つ担当部署・担当者が存

在している。 

事業主体は、上記プロセスの導入について、

必要に応じてセカンド・オピニオンや第三者

による保証を求めるべきである。 

広島銀行は、今般 JCR にセカンド・オピニオ

ンを依頼している。 

事業主体は、プロセスを随時見直し、適宜更

新すべきである。 

広島銀行は、社内規程によりプロセスを随時

見直し、適宜更新している。本第三者意見に

際し、JCR は 2023 年 12 月改定の同行社内

規程を参照している。 

ポジティブ・インパクト分析は、例えば商品・

プロジェクト・顧客に関する研修や定期的な

レビューの際、既存のプロセスと同時に行う

ことができる。ポジティブ・インパクト分析

は、一般に広く認められた既存のツール・基

準・イニシアティブがあれば、それらを有効

ひろぎんエリアデザインは、ポジティブ・イ

ンパクト分析に際し、参考となる基準等が明

記された UNEP FI のインパクト・レーダー

及びインパクト分析ツールを活用している。 
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に活用することができる（例えばプロジェク

ト・ファイナンスでは、赤道原則は一般に広

く認められたリスク管理基準である）。 

 

3. 原則 3 透明性 

原則 JCRによる確認結果 

PIF を提供する事業主体（銀行・投資家等） 

は、以下について透明性の確保と情報開示

をすべきである。 

・ポジティブ・インパクトとして資金調達

する活動・プロジェクト・プログラム・事

業主体、その意図するポジティブ・インパ

クト（原則 1 に関連） 

・適格性の決定やインパクトのモニター・

検証のために整備するプロセス（原則 2 に

関連） 

・資金調達する活動・プロジェクト・プログ

ラム・事業主体が達成するインパクト（原

則 4 に関連） 

本ファイナンスでは、本第三者意見の取得・

開示により透明性が確保されている。また、

同社は KPI として列挙された事項につき、

CSR Report 及びウェブサイト等で開示し

ていく。当該事項につき、広島銀行は少な

くとも年に 1 回、定期的に達成状況を確認

し、必要に応じてヒアリングを行うことで、

透明性を確保していく。 

 

4. 原則 4 評価 

原則 JCRによる確認結果 

事業主体（銀行・投資家等）の提供する PIF

は、実現するインパクトに基づいて評価さ

れるべきである。 

広島銀行は、PIF の実施にあたり、PIF 第

4 原則に掲げられた 5 要素（①多様性、②

有効性、③効率性、④倍率性、⑤追加性）に

基づき評価している。JCR は、本ファイナ

ンスのインパクトについて第三者意見を述

べるに際し、十分な情報の提供を受けてい

る。 

 

Ⅴ．結論 

以上より、JCR は、本ファイナンスが PIF 原則及びモデル・フレームワークに適合して

いることを確認した。 

 

（担当）梶原 敦子・川越 広志 
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本第三者意見に関する重要な説明 
 

1. JCR第三者意見の前提・意義・限界 

日本格付研究所（JCR）が付与し提供する第三者意見は、事業主体及び調達主体の、国連環境計画金融イ

ニシアティブの策定したポジティブ・インパクト金融（PIF）原則への適合性に関する、JCR の現時点での

総合的な意見の表明であり、本 PIF がもたらすポジティブなインパクトの程度を完全に表示しているもの

ではありません。 

本第三者意見は、依頼者である調達主体及び事業主体から供与された情報及び JCR が独自に収集した情

報に基づく現時点での計画又は状況に対する意見の表明であり、将来におけるポジティブな成果を保証す

るものではありません。また、本第三者意見は、本 PIF によるポジティブな効果を定量的に証明するもの

ではなく、その効果について責任を負うものではありません。本 PIF における KPI の達成度について、JCR

は調達主体または調達主体の依頼する第三者によって定量的・定性的に測定されていることを確認します

が、原則としてこれを直接測定することはありません。 

2. 本第三者意見を作成するうえで参照した国際的なイニシアティブ、原則等 

本意見作成にあたり、JCR は、国連環境計画金融イニシアティブが策定した以下の原則及びガイドを参

照しています。 

ポジティブ・インパクト金融原則 

資金使途を限定しない事業会社向け金融商品のモデル・フレームワーク 

3. 信用格付業にかかる行為との関係 

本第三者意見を提供する行為は、JCR が関連業務として行うものであり、信用格付業にかかる行為とは

異なります。 

4. 信用格付との関係 

本件評価は信用格付とは異なり、また、あらかじめ定められた信用格付を提供し、または閲覧に供する

ことを約束するものではありません。 

5. JCRの第三者性 

本 PIF の事業主体または調達主体と JCR との間に、利益相反を生じる可能性のある資本関係、人的関係

等はありません。 
 

 

■留意事項 
本文書に記載された情報は、JCR が、事業主体または調達主体及び正確で信頼すべき情報源から入手したものです。ただし、当該情報

には、人為的、機械的、またはその他の事由による誤りが存在する可能性があります。したがって、JCR は、明示的であると黙示的であ
るとを問わず、当該情報の正確性、結果、的確性、適時性、完全性、市場性、特定の目的への適合性について、一切表明保証するもので
はなく、また、JCR は、当該情報の誤り、遺漏、または当該情報を使用した結果について、一切責任を負いません。JCR は、いかなる状
況においても、当該情報のあらゆる使用から生じうる、機会損失、金銭的損失を含むあらゆる種類の、特別損害、間接損害、付随的損害、
派生的損害について、契約責任、不法行為責任、無過失責任その他責任原因のいかんを問わず、また、当該損害が予見可能であると予見
不可能であるとを問わず、一切責任を負いません。本第三者意見は、評価の対象であるポジティブ・インパクト・ファイナンスにかかる
各種のリスク（信用リスク、価格変動リスク、市場流動性リスク等）について、何ら意見を表明するものではありません。また、本第三
者意見は JCR の現時点での総合的な意見の表明であって、事実の表明ではなく、リスクの判断や個別の債券、コマーシャルペーパー等の
購入、売却、保有の意思決定に関して何らの推奨をするものでもありません。本第三者意見は、情報の変更、情報の不足その他の事由に
より変更、中断、または撤回されることがあります。本文書に係る一切の権利は、JCR が保有しています。本文書の一部または全部を問
わず、JCR に無断で複製、翻案、改変等をすることは禁じられています。 

■用語解説   
第三者意見：本レポートは、依頼人の求めに応じ、独立・中立・公平な立場から、銀行等が作成したポジティブ・インパクト・ファイナ
ンス評価書の国連環境計画金融イニシアティブのポジティブ・インパクト金融原則への適合性について第三者意見を述べたものです。  
事業主体：ポジティブ・インパクト・ファイナンスを実施する金融機関をいいます。 
調達主体：ポジティブ・インパクト・ビジネスのためにポジティブ・インパクト・ファイナンスによって借入を行う事業会社等をいいま
す。 

■サステナブル・ファイナンスの外部評価者としての登録状況等   
・国連環境計画 金融イニシアティブ ポジティブインパクト作業部会メンバー  

・環境省 グリーンボンド外部レビュー者登録 

・ICMA (国際資本市場協会に外部評価者としてオブザーバー登録) ソーシャルボンド原則作業部会メンバー 

・Climate Bonds Initiative Approved Verifier (気候債イニシアティブ認定検証機関) 

■その他、信用格付業者としての登録状況等 
・信用格付業者 金融庁長官（格付）第 1 号 

・EU Certified Credit Rating Agency 

・NRSRO：JCR は、米国証券取引委員会の定める NRSRO（Nationally Recognized Statistical Rating Organization）の 5 つの信用格付ク
ラスのうち、以下の 4 クラスに登録しています。(1)金融機関、ブローカー・ディーラー、(2)保険会社、(3)一般事業法人、(4)政府・
地方自治体。米国証券取引委員会規則 17g-7(a)項に基づく開示の対象となる場合、当該開示は JCR のホームページ
（http://www.jcr.co.jp/en/）に掲載されるニュースリリースに添付しています。 

http://www.jcr.co.jp/en/
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■本件に関するお問い合わせ先 
情報サービス部  TEL：03-3544-7013 FAX：03-3544-7026 
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